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(57)【要約】
【課題】慣性モーメントを測定可能な任意の対象物を任
意の部分に分割した場合に、質量分布を求めるられるよ
うにする。
【解決手段】質量分布取得装置が、対象物の慣性モーメ
ントの測定値を複数の回転軸の各々について取得する慣
性モーメント取得部と、前記慣性モーメント取得部が取
得した慣性モーメントに基づいて、前記対象物の質量分
布を求める質量分布取得部と、を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　対象物の慣性モーメントの測定値を複数の回転軸の各々について取得する慣性モーメン
ト取得部と、
　前記慣性モーメント取得部が取得した慣性モーメントに基づいて、前記対象物の質量分
布を求める質量分布取得部と、
　を備える質量分布取得装置。
【請求項２】
　前記質量分布取得部が取得した質量分布に基づいて、前記対象物の形状を判定する形状
判定部を備える、
　請求項１に記載の質量分布取得装置。
【請求項３】
　対象物の慣性モーメントの測定値を複数の回転軸の各々について取得する慣性モーメン
ト取得ステップと、
　前記慣性モーメント取得ステップにて得られた慣性モーメントに基づいて、前記対象物
の質量分布を求める質量分布取得ステップと、
　を備える質量分布取得方法。
【請求項４】
　コンピュータに、
　対象物の慣性モーメントの測定値を複数の回転軸の各々について取得する慣性モーメン
ト取得ステップと、
　前記慣性モーメント取得ステップにて得られた慣性モーメントに基づいて、前記対象物
の質量分布を求める質量分布取得ステップと、
　を実行させるためのプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、重量分布取得装置、重量分布取得方法およびプログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、材木に瞬間的な回転力を与え、そのときの加速度または角加速度を測
定し、材ごとの測定値の相対的な差により材内水分布を判定する、木材の材内水分測定方
法が記載されている。
　特許文献１では、これにより、非破壊的でしかも簡単、確実に、住宅用の梁や桁、柱材
のような比較的断面の大きい木材の水分状態を内部水分と外部水分の傾斜まで感知し、密
度を把握することが可能とされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００９－２７０８７４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記のように、特許文献１には、木材の内側と外側との水分を把握することが記載され
ている。これに対し、木材に限らず、また、内側と外側との区分に限らずより詳細に対象
物の質量分布を求められることが望まれる。
【０００５】
　本発明は、慣性モーメントを測定可能な任意の対象物を任意の部分に分割した場合に、
質量分布を求めることができる装置、方法およびプログラムを提供する。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　本発明の第１の態様によれば、質量分布取得装置は、対象物の慣性モーメントの測定値
を複数の回転軸の各々について取得する慣性モーメント取得部と、前記慣性モーメント取
得部が取得した慣性モーメントに基づいて、前記対象物の質量分布を求める質量分布取得
部と、を備える。
【０００７】
　前記質量分布取得部が取得した質量分布に基づいて、前記対象物の形状を判定する形状
判定部を備えるようにしてもよい。
【０００８】
　本発明の第２の態様によれば、質量分布取得方法は、対象物の慣性モーメントの測定値
を複数の回転軸の各々について取得する慣性モーメント取得ステップと、前記慣性モーメ
ント取得ステップにて得られた慣性モーメントに基づいて、前記対象物の質量分布を求め
る質量分布取得ステップと、を備える。
【０００９】
　本発明の第３の態様によれば、プログラムは、コンピュータに、対象物の慣性モーメン
トの測定値を複数の回転軸の各々について取得する慣性モーメント取得ステップと、前記
慣性モーメント取得ステップにて得られた慣性モーメントに基づいて、前記対象物の質量
分布を求める質量分布取得ステップと、を実行させるためのプログラムである。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、慣性モーメントを測定可能な任意の対象物を任意の部分に分割した場
合に、質量分布を求めることができる装置、方法およびプログラムを提供することができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の一実施形態における質量分布取得システムの機能構成を示す概略ブロッ
ク図である。
【図２】同実施形態における慣性モーメント測定装置の外形の例を示す概略外形図である
。
【図３】同実施形態における、密度が異なる２つの部分を有する細長い棒の例を示す図で
ある。
【図４】同実施形態における、密度が異なるｎ個の部分を有する細長い棒の例を示す図で
ある。
【図５】同実施形態における、密度が異なる２つの円柱の部分を有する対象物の例を示す
図である。
【図６】同実施形態における、密度が異なるｎ個の円柱の部分を有する対象物の例を示す
図である。
【図７】同実施形態における、質量分布の推定結果の例を示す図である。
【図８】図７の質量分布の推定結果のうち、正解値および推定値の付近を拡大した図であ
る。
【図９】同実施形態における、質量分布の推定結果の例を示す図である。
【図１０】図９の質量分布の推定結果のうち、正解値および推定値の付近を拡大した図で
ある。
【図１１】本実施形態において、質量分布取得装置が行う処理手順の例を示すフローチャ
ートである。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の実施形態を説明するが、以下の実施形態は特許請求の範囲にかかる発明
を限定するものではない。また、実施形態の中で説明されている特徴の組み合わせの全て
が発明の解決手段に必須であるとは限らない。
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　なお、明細書の記載において、ベクトルないし行列を示す太字表記を省略する。
【００１３】
　＜第１の実施形態＞
　図１は、本発明の一実施形態における質量分布取得システムの機能構成を示す概略ブロ
ック図である。同図において、質量分布取得システム１は、慣性モーメント測定装置１０
と、質量分布取得装置２０と、を備える。慣性モーメント測定装置１０は、回転駆動部１
１と、角速度検出部１２と、慣性モーメント算出部１３とを備える。質量分布取得装置２
０は、慣性モーメント取得部２１と、質量分布取得部２２と、形状判定部２３と、結果出
力部２４とを備える。
【００１４】
　慣性モーメント測定装置１０は、質量分布を求める対象である対象物の慣性モーメント
を測定する。
　回転駆動部１１は、例えばモータなどの動力を備え、慣性モーメント測定装置１０に載
せられた対象物を回転させる。
　角速度検出部１２は、回転駆動部１１が対象物を回転させるときの角速度を検出する。
　慣性モーメント算出部１３は、角速度検出部１２が検出する角速度に基づいて、対象物
の慣性モーメントを算出する。具体的には、回転駆動部１１が、回転エネルギーＫを出力
し、角速度検出部１２が角速度ωを検出した場合、慣性モーメント算出部１３は、慣性モ
ーメントI＝２Ｋ／ω２を算出する。
【００１５】
　図２は、慣性モーメント測定装置１０の外形の例を示す概略外形図である。同図におい
て、慣性モーメント測定装置１０は、本体１０１と、回転軸１０２と、回転台１０３とを
備える。
　本体１０１は、回転駆動部１１を収納しており、回転駆動部１１が、回転軸１０２に回
転力を加えることで、回転軸１０２、回転台１０３、および、回転台１０３に載せられて
いる対象物ｂ１００を回転させる。また、本体１０１は、角速度検出部１２を収納してお
り、回転軸１０２が回転する角速度（＝対象物ｂ１００が回転する角速度）を検出する。
なお、慣性モーメント算出部１３も本体１０１に収納されていてもよいし、慣性モーメン
ト測定装置１０と別個の装置として設けられていてもよい。例えば、慣性モーメント算出
部１３が、慣性モーメント測定装置１０と別個に設けられた汎用のコンピュータを用いて
実現されていてもよい。
【００１６】
　回転軸１０２は、回転駆動部１１からの回転力を回転台１０３に伝達する。
　回転台１０３は、対象物の積載を受ける。そして、回転台１０３は、対象物が載せられ
た状態で回転軸１０２から伝達される回転力にて回転することで、対象物ｂ１００を回転
させる。
　なお、回転台１０３の慣性モーメント、対象物ｂ１００を固定する固定治具の慣性モー
メントなど、慣性モーメント測定装置１０の慣性モーメントを予め求めておくようにして
もよい。そして、慣性モーメント算出部１３が、これらの慣性モーメントを予め記憶して
おき、対象物ｂ１００の慣性モーメントを算出する際に、慣性モーメント測定装置１０の
慣性モーメントの影響を低減させる補正を行うようにしてもよい。これにより、対象物ｂ
１００の慣性モーメントを、より高精度に求めることができる。
　また、回転台１０３に、慣性モーメントが既知の対象物を搭載して角速度を測定するこ
とで、摩擦等によるエネルギー損失分を予め推定するようにしてもよい。そして、慣性モ
ーメント算出部１３が、対象物ｂの慣性モーメントを算出する際に、エネルギー損失分の
影響を低減させる補正を行うようにしてもよい。これにより、対象物ｂ１００の慣性モー
メントを、より高精度に求めることができる。
【００１７】
　質量分布取得装置２０は、慣性モーメント測定装置１０が測定した慣性モーメントに基
づいて、対象物における質量分布を求める。特に、慣性モーメント測定装置１０は、対象
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これら複数の慣性モーメントに基づいて、対象物の質量分布を求める。質量分布取得装置
２０は、例えばコンピュータを用いて実現される。
　慣性モーメント取得部２１は、慣性モーメント測定装置が測定した、対象物の慣性モー
メントの測定値を取得する。
【００１８】
　質量分布取得部２２は、慣性モーメント取得部が取得した慣性モーメントに基づいて、
対象物の質量分布を取得（算出）する。
　形状判定部２３は、質量分布取得部２２が取得した質量分布に基づいて、対象物の形状
を判定する。具体的には、形状判定部２３は、対象領域（質量分布取得装置２０が処理対
象とする、対象物を含む空間）が分割された各部分について、質量が所定の閾値以下とな
っている部分には、対象物が存在していないと判定する。
【００１９】
　結果出力部２４は、質量分布取得部２２が取得した質量分布を示す情報を出力する。ま
た、結果出力部２４は、形状判定部２３が取得した対象物の形状を示す情報を出力する。
結果出力部が、質量分布を示す情報を出力する方法や、形状を示す情報を出力する方法と
していろいろな方法を用いることができる。例えば、結果出力部２４が、液晶パネル等の
表示画面を有し、これらの情報を表示するようにしてもよい。あるいは、結果出力部２４
が通信回路を有し、これらの情報を他の装置へ送信するようにしてもよい。
　なお、質量分布取得装置２０において、形状判定部２３は必須ではない。質量分布取得
装置２０が形状判定部２３を備えていなくてもよい。
【００２０】
　次に、質量分布取得部２２が慣性モーメントから対象物の質量分布を求める処理につい
て説明する。
　まず、対象物の寸法が決定すれば、対象物の質量分布と任意の回転中心における慣性モ
ーメントとの関係を求めることができることについて説明する。
　ある直線を回転中心（回転軸）として角速度ωで回転する剛体をｎ個の小部分に分割し
て考える。このとき、回転半径ｒｉ、質量ｍｉの小部分が持つ運動エネルギーＫｉは、式
（１）のように表される。
【００２１】
【数１】

【００２２】
　従って、対象物全体の運動エネルギーは、式（２）のように表される。
【００２３】
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【数２】

【００２４】
　但し、Ｉは慣性モーメントを示し、式（３）のように表される。
【００２５】

【数３】

【００２６】
　従って、対象物に運動エネルギー（回転エネルギー）を加え、その時の角速度ωを測定
すれば、慣性モーメントＩを求めることができる。
　なお、微小体積ΔＶの質量をΔｍとすると、密度ρは式（４）のように表される。
【００２７】

【数４】

【００２８】
　微小部分の体積を０に近付けることにより、慣性モーメントＩは、式（５）のような積
分の式で表される。
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【００２９】
【数５】

【００３０】
　次に、密度が異なる２つの部分を有する細長い棒を例に、質量分布の推定について説明
する。
　図３は、密度が異なる２つの部分を有する細長い棒の例を示す図である。同図に示す棒
ｂ１１１（対象物）は、部分ｂ１２１と、部分ｂ１２２とが、同図に向かって左からｂ１
２１、ｂ１２２の順で結合して構成されている。部分ｂ１２１の長さはｌ１、断面積はＳ

１、質量はｗ１である。また、部分ｂ１２２の長さはｌ２、断面積はＳ２、質量はｗ２で
ある。
　部分ｂ１２１の密度、部分ｂ１２２の密度をそれぞれρ１、ρ２とし、回転軸の、部分
ｂ１２１の左端からの距離をｔ（０≦ｔ≦ｌ１）とする。回転軸からの距離ｚについて、
慣性モーメントＩ（ｔ）は、式（６）のように表される。
【００３１】

【数６】

【００３２】
　ここで、異なる２つの回転軸の、部分ｂ１２１の左端からの距離を、それぞれｔ１、ｔ
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２とし、これら２つの回転軸それぞれで棒ｂ１１１を回転させた場合の慣性モーメントを
Ｉ（ｔ１）、Ｉ（ｔ２）とする。これらの慣性モーメントＩ（ｔ１）、Ｉ（ｔ２）を精度
よく測定できれば、式（７）に示される２次の連立方程式により、各部分の質量を求める
ことができる。
【００３３】
【数７】

【００３４】
　式（７）を行列式で表すと、式（８）のようになる。
【００３５】
【数８】

【００３６】
　ここで、Ｉ２、Ｒ２２、Ｗ２を式（９）のように定める。
【００３７】
【数９】

【００３８】
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　Ｉ２、Ｒ２２、Ｗ２は、それぞれ、慣性モーメントベクトル、応答行列、質量ベクトル
である。
　式（８）は、式（１０）のように表される。
【００３９】
【数１０】

【００４０】
　応答行列Ｒ２２の逆行列をＲ２２

－とすると、質量ベクトルＷ２を求める式は、式（１
１）のようになる。
【００４１】
【数１１】

【００４２】
　このように、慣性モーメントベクトルＩ２と、質量ベクトルＷ２との関係を示す応答行
列Ｒ２２を予め得ることができる。測定により慣性モーメントベクトルＩ２を得ることで
、質量ベクトルＷ２を推定することができる。
　さらに、回転軸の位置（部分ｂ１２１の左端からの距離）をｔ１からｔｍまでのｍ通り
に変えて慣性モーメントの測定数を増やし、Ｉ（ｔ１）からＩ（ｔｍ）までの測定データ
を用いて質量を推定する場合、式（８）は式（１２）のようになる。
【００４３】
【数１２】

【００４４】
　また、式（１０）は、式（１３）のようになる。
【００４５】

【数１３】

【００４６】
　但し、Ｉｍ、Ｒｍ２は、式（１４）のように表される。
【００４７】



(10) JP 2016-142636 A 2016.8.8

10

20

30

40

【数１４】

【００４８】
　一方、Ｗ２は、式（９）に示したのと同じである。
　実際には、慣性モーメントベクトルＩｍに測定誤差Ｅｒｒが加えられるため、式（１５
）のようになる。
【００４９】

【数１５】

【００５０】
　慣性モーメントベクトルＩｍ－ｍは、回転軸の位置をｍ通りに変えて測定された、ｍ個
の慣性モーメントを示す。
　未知数よりも多くの測定データを用いることで、最小二乗法などにより解の信頼性を高
めることができる。
【００５１】
　次に、密度が異なるｎ個の部分を有する細長い棒を例に、質量分布の推定について説明
する。
　図４は、密度が異なるｎ個の部分を有する細長い棒の例を示す図である。同図に示す棒
ｂ２１１は、部分ｂ２２１と、部分ｂ２２２と、・・・、部分ｂ２２ｎとが、同図に向か
って左からｂ２２１、ｂ２２２、・・・、ｂ２２ｎの順で結合して構成されている。部分
ｂ２２１の長さはｌ１、断面積はＳ１、質量はｗ１である。部分ｂ２２２の長さはｌ２、
断面積はＳ２、質量はｗ２である。・・・部分ｂ２２ｎの長さはｌｎ、断面積はＳｎ、質
量はｗｎである。
　この場合、式（１５）は、式（１６）のようになる。
【００５２】
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【数１６】

【００５３】
　但し、Ｒｍｎは、Ｒｍ２をｎ列に拡張した応答行列である。また、Ｗｎは、Ｗ２をｎ次
元に拡張したベクトルである。Ｒｍｎの内容（各要素の値）は、回転軸の位置と注目領域
の寸法とに基づいて決定することができる。ここでいう注目領域とは、質量を求める対象
となる空間である。
　式（１６）に基づいて、質量分布の推定ベクトルＷｎ’を求める式（１７）を得られる
。
【００５４】

【数１７】

【００５５】
　但し、Ｒｍｎ

＋は、Ｒｍｎのムーア・ペンローズ一般逆行列を示す。ムーア・ペンロー
ズ一般逆行列によれば、任意の応答行列Ｒｍｎに対して何らかの逆行列を得られる。
　形状を考慮したｎよりも多いｍ通りの回転軸についてｍ個の慣性モーメントを測定する
（ｍ個の観測方程式を得る）ことで、最小二乗法等により質量分布の推定精度を高めるこ
とができる。
【００５６】
　式（１７）は、棒形状に限らず任意の形状に一般化することができる。質量分布取得部
２２は、式（１７）に基づいて対象物の質量分布を求める。
　具体的には、まず、対象物を含む空間である対象領域を複数の部分に分割する。例えば
、対象領域を解析単位となるメッシュに分割する。質量分布取得装置２０のユーザが当該
分割を行うようにしてもよいし、質量分布取得部２２が自動的に当該分割を行うようにし
てもよい。
【００５７】
　また、質量分布取得部２２は、応答行列のムーア・ペンローズ一般逆行列Ｒｍｎ

＋を取
得する。質量分布取得装置２０のユーザがＲｍｎ

＋を入力するようにしてもよいし、質量
分布取得部２２がＲｍｎ

＋を算出するようにしてもよい。
　そして、質量分布取得部２２は、慣性モーメント測定装置１０による慣性モーメントの
測定値を式（１７）に代入して、対象物の質量分布を算出する。
【００５８】
　なお、質量分布取得部２２が、応答行列のムーア・ペンローズ一般逆行列に代えて、最
小二乗型一般逆行列またはノルム最小型一般逆行列を取得するようにしてもよい。特に、
未知数（方程式にて解くべき変数の数）に対して計測数（測定にて得られた慣性モーメン
トの数）が多い場合、最小二乗型一般逆行列を用いることが考えられる。一方、未知数に
対して計測数が少ない場合、ノルム最小型一般逆行列を用いることができる。なお、ムー
ア・ペンローズ一般逆行列は、未知数に対して計測数が多い場合も少ない場合も適用可能
である。
【００５９】
　次に、密度が異なる２つの円柱の部分を有する対象物を例に、質量分布の推定について
説明する。
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　図５は、密度が異なる２つの円柱の部分を有する対象物の例を示す図である。同図に示
す対象物ｂ３１１は、円柱形状の２個の部分ｂ３２１と、ｂ３２２とが、同図に向かって
左からｂ３２１、ｂ３２２の順で結合して構成されている。部分ｂ３２１の長さはｌ１、
半径はｒ１、重心はＧ１、質量はｗ１である。部分ｂ３２２の長さはｌ２、半径はｒ２、
重心はＧ２、質量はｗ２である。
　また、部分ｂ３２１の左端から回転軸までの距離をｔとし、回転軸から重心Ｇ１、Ｇ２

までの距離を、それぞれ、ｅ１、ｅ２とする。
　このとき、部分ｂ３２１の重心Ｇ１まわりの慣性モーメントＩＧ１は、式（１８）のよ
うに表される。
【００６０】
【数１８】

【００６１】
　また、部分ｂ３２２の重心Ｇ２まわりの慣性モーメントＩＧ２は、式（１９）のように
表される。
【００６２】
【数１９】

【００６３】
　対象物ｂ３１１全体の、点Ｐまわり（回転軸まわり）の慣性モーメントＩＰは、平行軸
の定理より、式（２０）のようになる。
【００６４】

【数２０】

【００６５】
　ここで、距離ｅ１は、式（２１）のように表される。
【００６６】
【数２１】

【００６７】
　距離ｅ２は、式（２２）のように表される。
【００６８】
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【数２２】

【００６９】
　従って、Ｉｐは、式（２３）のようになる。
【００７０】

【数２３】

【００７１】
　従って、質量ｗ１、ｗ２が未知の場合でも、異なる２つの回転軸の位置（部分ｂ３２１
の左端からの位置）ｔ１、ｔ２それぞれに対する慣性モーメントＩ（ｔ１）、Ｉ（ｔ２）
を精度よく求めることで、式（２４）の連立方程式により、質量ｗ１、ｗ２を求めること
ができる。
【００７２】
【数２４】

【００７３】
　ここで、式（２４）を行列式で表すと、式（２５）のようになる。
【００７４】
【数２５】

【００７５】
　式（２５）は、式（２６）のように表される。
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【００７６】
【数２６】

【００７７】
　但し、Ｉｃ２、Ｒｃ２２は、式（２７）のように表される。
【００７８】

【数２７】

【００７９】
　Ｒｃ２２の逆行列をＲｃ２２

－として、式（２７）は、式（２８）のようになる。
【００８０】
【数２８】

【００８１】
　式（２８）に示されるように、異なる２つの回転軸（回転中心）に対する慣性モーメン
トＩｐ（ｔ１）、Ｉｐ（ｔ２）を取得できれば、２つの質量ｗ１、ｗ２を算出することが
できる。
　さらに、回転軸の位置ｔをｍ通りに変えて慣性モーメントの測定数を増やし、Ｉｐ（ｔ

１）からＩｐ（ｔｍ）までの測定データを用いれば、式（２９）のようになる。
【００８２】
【数２９】

【００８３】
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　式（２９）は、式（３０）のように表される。
【００８４】
【数３０】

【００８５】
　但し、Ｉｃｍ、Ｒｃｍ２は、式（３１）のように表される。
【００８６】
【数３１】

【００８７】
　慣性モーメントの測定誤差Ｅｒｒが加わっていても、最小二乗法等により解の信頼性を
高めることができる。
　次に、密度が異なるｎ個の円柱の部分を有する対象物を例に、質量分布の推定について
説明する。
　図６は、密度が異なるｎ個の円柱の部分を有する対象物の例を示す図である。同図に示
す対象物ｂ４１１は、円柱形状のｎ個の部分ｂ４２１と、部分ｂ４２２と、・・・、部分
ｂ４２ｎとが、同図に向かって左からｂ４２１、ｂ４２２、・・・、ｂ４２ｎの順で結合
して構成されている。部分ｂ４２１の長さはｌ１、半径はｒ１、重心はＧ１、質量はｗ１

である。部分ｂ４２２の長さはｌ２、半径はｒ２、重心はＧ２、質量はｗ２である。・・
・部分ｂ４２ｎの長さはｌｎ、半径はｒｎ、重心はＧｎ、質量はｗｎである。
　また、部分ｂ４２１の左端から回転軸までの距離をｔとし、回転軸から重心Ｇ１、Ｇ２

・・・Ｇｎまでの距離を、それぞれ、ｅ１、ｅ２、・・・、ｅｎとする。
　この場合、式（２０）は、式（３２）のように拡張される。
【００８８】
【数３２】

【００８９】
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　これにより、ｍ個の慣性モーメントの測定値を含む慣性モーメントベクトルＩｃｍ－ｍ

と、ｎ個の未知数を含む質量ベクトルＷｎとの関係Ｒｃｍｍを算出することができる。こ
のため、ｎよりも多いｍ個の測定データを用いることで、式（３３）のように、最小二乗
法などにより解の信頼性を高めることができる。
【００９０】
【数３３】

【００９１】
　式（３３）に基づいて、質量分布の推定ベクトルＷｎ’を求める式（３４）を得られる
。
【００９２】

【数３４】

【００９３】
　但し、Ｒｃｍｍ

＋は、Ｒｃｍｍのムーア・ペンローズ一般逆行列を示す。
　次に、密度が異なる２つの部分を有する細長い棒の質量分布の推定例について説明する
。
　図３に示した、密度が異なる２つの部分ｂ１２１およびｂ１２２を有する細長い棒ｂ１
１１について、質量ｗ１＝３６０キログラム（ｋｇ）、質量ｗ２＝２４０キログラムを求
める問題を考える。部分ｂ１２１、ｂ１２２は、それぞれ、長さがｌ１＝１．２メートル
（ｍ）、ｌ２＝３．６メートルであるとする。
　回転軸が部分ｂ１２１の左端からｔ（０≦ｔ≦ｌ１）の距離にあるときの慣性モーメン
トは、上述した式（１２）、（１３）のように表される。
　また、式（１３）より式（３５）を得られる。
【００９４】
【数３５】

【００９５】
　但し、Ｒｍ２

＋は、Ｒｍ２のムーア・ペンローズ一般逆行列を示す。
　部分ｂ１２１およびｂ１２２の寸法が既知の場合には、質量分布に対する慣性モーメン
トを調べることができるため、応答行列Ｒｍ２を取得することができ、慣性モーメントの
測定値を示す慣性モーメントベクトルＩｍから質量分布を求める（推定する）ことができ
る。
【００９６】
　いま、回転軸の位置（部分ｂ１２１の左端からの距離）ｔを、ｔ１＝０メートル、ｔ２

＝０．３メートル、ｔ３＝０．６メートル、ｔ４＝０．９メートル、ｔ５＝１．２メート
ル、の５通りに変えて、慣性モーメントを測定し、質量分布ｗ１およびｗ２を推定する場
合を模擬する。慣性モーメントの測定値を模擬するために、慣性モーメントの正解値それ
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ぞれに、平均０、標準偏差０．４キログラム平方メートル（ｋｇｍ２）の正規分布に従う
誤差を乱数として加えた。この標準偏差の値０．４は、市販されているエンジン主観性モ
ーメント測定装置の例を参考に決定した。
【００９７】
　図７は、質量分布の推定結果の例を示す図である。同図では、乱数シードを５０通りに
変えて質量分布の推定を行った結果を示している。同図において、質量分布の正解値を四
角（■）で示し、推定値を丸（○）で示している。正解値、推定値ともに、ｗ１＝３６０
キログラム、ｗ２＝２４０キログラムの付近に示されている。
　図８は、図７の質量分布の推定結果のうち、正解値および推定値の付近を拡大した図で
ある。同図において、ｗ１＝３６０キログラム、ｗ２＝２４０キログラムの位置に正解値
の点Ｐ１０１が表示されている。また、ｗ１が３６０キログラム前後、ｗ２＝２４０キロ
グラム付近の位置に、点Ｐ１０２など、推定値を示す点が複数表示されている。
　図７および図８に示すように、ｗ２の推定精度が特に高く、ｗ１についても、１キログ
ラム程度の精度で推定できている。
【００９８】
　次に、対象物の質量分布の推定から対象物の形状を推定する例について説明する。
　図３に示した、密度が異なる２つの部分ｂ１２１およびｂ１２２を有する細長い棒ｂ１
１１について、質量ｗ１＝３６０キログラム、質量ｗ２＝０キログラムを求める問題を考
える。部分ｂ１２１、ｂ１２２は、それぞれ、長さがｌ１＝１．２メートル（ｍ）、ｌ２

＝３．６メートルであるとする。これにより、対象物の長さは１．２メートルであるが、
対象物の形状が不明であり、注目領域として長さ４．８メートルの領域について質量分布
を求める場合を模擬する。
【００９９】
　いま、回転軸の位置（部分ｂ１２１の左端からの距離）ｔを、ｔ１＝０メートル、ｔ２

＝０．３メートル、ｔ３＝０．６メートル、ｔ４＝０．９メートル、ｔ５＝１．２メート
ル、の５通りに変えて、慣性モーメントを測定し、質量分布ｗ１およびｗ２を推定する場
合を模擬する。慣性モーメントの測定値を模擬するために、慣性モーメントの正解値それ
ぞれに、平均０、標準偏差０．４キログラム平方メートル（ｋｇｍ２）の正規分布に従う
誤差を乱数として加えた。
【０１００】
　図９は、質量分布の推定結果の例を示す図である。同図では、乱数シードを５０通りに
変えて質量分布の推定を行った結果を示している。同図において、質量分布の正解値を四
角（■）で示し、推定値を丸（○）で示している。正解値、推定値ともに、ｗ１＝３６０
キログラム、ｗ２＝０キログラムの付近に示されている。
　図１０は、図９の質量分布の推定結果のうち、正解値および推定値の付近を拡大した図
である。同図において、ｗ１＝３６０キログラム、ｗ２＝０キログラムの位置に正解値の
点Ｐ２０１が表示されている。また、ｗ１が３６０キログラム前後、ｗ２＝０キログラム
付近の位置に、点Ｐ２０２など、推定値を示す点が複数表示されている。
　図９および図１０に示されるように、質量ｗ２の推定値がほぼ０になっている。
　このように、質量がほぼ０になっている領域について、形状判定部２３は、対象物が存
在していない領域であると判定する。これにより、形状判定部２３は、対象物の形状を求
める。具体的には、形状判定部２３は、対象領域が分割された各部分について、質量が所
定の閾値以下か否かを判定する。そして、形状判定部２３は、質量が閾値以下であると判
定した部分には、対象物が存在していないと判定する。これにより、質量分布取得装置２
０が対象とする領域が、対象領域よりも大きく設定されていても、形状判定部２３は、対
象物の形状を検出することができる。また、形状判定部２３は、対象物内部の空洞を検出
することができる。
【０１０１】
　次に、図１１を参照して質量分布取得装置２０の動作について説明する。
　図１１は、質量分布取得装置２０が行う処理手順の例を示すフローチャートである。
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　同図の処理において、慣性モーメント取得部２１は、慣性モーメント測定装置１０が複
数の回転軸の各々について測定した慣性モーメントを取得する（ステップＳ１０１）。
　次に、質量分布取得部２２は、ステップＳ１０１で得られた慣性モーメントに基づいて
、対象物の質量分布を取得する（ステップＳ１０２）。具体的には、質量分布取得部２２
は、ステップＳ１０１で得られた慣性モーメントを式（１７）に代入して質量分布を算出
する。
　次に、形状判定部２３は、ステップＳ１０２で得られた質量分布に基づいて、対象物の
形状を判定する（ステップＳ１０３）。具体的には、形状判定部２３は、対象領域を分割
した部分のうち、質量が所定の閾値以下となっている部分について、対象物が存在してい
ないと判定する。
　そして、結果出力部２４は、ステップＳ１０２で得られた対象物の質量分布、および、
ステップＳ１０３で得られた対象物の形状を出力する（ステップＳ１０４）。
　その後、図１１の処理を終了する。
【０１０２】
　以上のように、慣性モーメント取得部２１は、対象物の慣性モーメントの測定値を複数
の回転軸の各々について取得する。そして、質量分布取得部は、慣性モーメント取得部が
取得した慣性モーメントに基づいて、対象物の質量分布を求める。
　これにより、質量分布取得装置２０では、慣性モーメントを測定可能な任意の対象物を
任意の部分に分割した場合に、質量分布を求めることができる。
【０１０３】
　また、形状判定部２３は、質量分布取得部２２が取得した質量分布に基づいて、対象物
の形状を判定する。
　これにより、質量分布取得装置２０が対象とする領域が、対象領域よりも大きく設定さ
れていても、形状判定部２３は、対象物の形状を検出することができる。また、形状判定
部２３は、対象物内部の空洞を検出することができる。
【０１０４】
　なお、質量分布取得装置２０が行う演算および制御の全部または一部の機能を実現する
ためのプログラムをコンピュータ読み取り可能な記録媒体に記録して、この記録媒体に記
録されたプログラムをコンピュータシステムに読み込ませ、実行することで各部の処理を
行ってもよい。なお、ここでいう「コンピュータシステム」とは、ＯＳや周辺機器等のハ
ードウェアを含むものとする。
　また、「コンピュータシステム」は、ＷＷＷシステムを利用している場合であれば、ホ
ームページ提供環境（あるいは表示環境）も含むものとする。
　また、「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」とは、フレキシブルディスク、光磁気
ディスク、ＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭ等の可搬媒体、コンピュータシステムに内蔵されるハー
ドディスク等の記憶装置のことをいう。さらに「コンピュータ読み取り可能な記録媒体」
とは、インターネット等のネットワークや電話回線等の通信回線を介してプログラムを送
信する場合の通信線のように、短時間の間、動的にプログラムを保持するもの、その場合
のサーバやクライアントとなるコンピュータシステム内部の揮発性メモリのように、一定
時間プログラムを保持しているものも含むものとする。また上記プログラムは、前述した
機能の一部を実現するためのものであっても良く、さらに前述した機能をコンピュータシ
ステムにすでに記録されているプログラムとの組み合わせで実現できるものであっても良
い。
【０１０５】
　以上、本発明の実施形態を図面を参照して詳述してきたが、具体的な構成はこの実施形
態に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の設計変更等も含まれる。
【符号の説明】
【０１０６】
　１　質量分布取得システム
　１０　慣性モーメント測定装置
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　１１　回転駆動部
　１２　角速度検出部
　１３　慣性モーメント算出部
　２０　質量分布取得装置
　２１　慣性モーメント取得部
　２２　質量分布取得部
　２３　形状判定部
　２４　結果出力部

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】
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